
健康宣言の推進により期待される効果について 

健康づくりの必要性 

健康経営と中小企業 

日本健康会議と健康宣言 

健康経営アドバイザーとインセンティブ 

スモールチェンジの効用 
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 高齢化の推移と将来推計 

資料：2010年までは総務省「国勢調査」、2012年は総務省「人口推計」（平成24年10月1日現在）、2015年以降は国立社会保障・人口問題研究所 
    「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計結果 
（注）1950年～2010年の総数は年齢不詳を含む。高齢化率の算出には分母から年齢不詳を除いている。 
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 2005年から2010年にかけた労働力人口・就業者数の推移 
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資料出所 総務省統計局「国税調査」より厚生労働省労働政策担当参事官室にて推計 
   （注） 労働力状態不詳のものがいるため、15歳以上人口は労働力人口と非労働力人口の和としている。 

（平成25年版 労働経済の分析） 

労働力人口 就業者数 

労働力人口 就業者数 
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労働力人口の高齢化 

生活習慣病等を有する者の増加→医療費の増加・生産性の低下 

職場の健康管理は、これまで以上に経営課題となる 

60歳以上の割合： 17.9％ → 19.4％ → 22.2％ 

（2010年）  （2020年）  （2030年） 

4 



精神疾患及び精神疾患以外の病気休職者数の推移
（公立学校） 
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肥満者の割合（20歳以上、性・年齢階級別） 
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喫煙・肥満・運動不足と１月あたり医療費 
（大崎国保コホート研究，1995年～2003年） 

（円） 

喫煙 肥満 運動 
不足 

＋9.6％ 

＋6.8％ 

＋7.4％ 

＋11.6％ 

＋31.0％ 

＋17.1％ 

＋43.7％ 

肥満：BMI 25以上   運動不足：歩行１日１時間未満 

この集団の医療費のうち12.8％が、３つの生活習慣による 

平成24年度の45歳以上の医療費＝31兆円 

 → ４兆円が喫煙・肥満・運動不足のコスト 
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メタボリックシンドローム該当者・予備群と年間平均医療費の関係 
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男性 平成21年度特定健康診査メタボ基準別 

平成22年度レセプト（医科・調剤・DPC)総医療費の平均額 
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女性 平成21年度特定健康診査メタボ基準別 

平成22年度レセプト（医療・調剤・DPC)総医療費の平均額 
円 

 ○ 平成21年度の特定健診結果でメタボリックシンドロームの該当者及び予備群となった者の平成22年度の 
 レセプトにおける年間平均総医療点数を基に比較すると、メタボリックシンドロームの該当者は非該当者の者 
よりも、平均して年間9万円程度医療費が高い傾向にある。 

（注1）平成21年度の特定健診情報と平成22年4月～平成23年3月診療分のレセプト（医科・DPC・調剤）と突き合わせができた約269万人のデータ。 
（注2）年間合計点数を単純に平均しているため、メタボリックシンドロームに関連する医療費のみを分析したものではない。 
（注3）集団の母数が少ない場合は、著しく高い医療費があると、平均値が高くなる可能性がある。（女性の40～54歳は、そもそもメタボリックシンドロームの該当者 
 及び予備群の数が少ないため、一部の医療費が高い者によって「基準該当」「予備群該当」の平均点数が高くなっている可能性がある。 

保険者による健診・保健指導等に関する検討会（第7回）（平成24年2月24日） 
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生活習慣病対策の効果と費用対効果 

喫煙・肥満・運動不足で医療費４割増 

メタボ該当者の医療費は年間９万円増 

肥満・メタボ対策のインパクト 

• 肥満者割合の増加傾向に歯止め 

• 糖尿病患者数の減少 
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健康経営とは 

企業理念（長期的なビジョンに基づいた経営） 

人的資本に対する投資 
（従業員への健康投資） 

従業員の健康増進 
 ・従業員の活力の向上 
 ・医療費（会社負担分）の削減 

・国民のＱＯＬ（生活の質）の向上 
・国民医療費の適正化 

社会課題の解決 

組織の活性化 
 ・生産性の向上 

・業績向上 
・株価向上 

（経済産業省，資料） 
11 



運動 通勤時の歩行、勤務中の体操・運動 

 スポーツ大会（人間関係の活性化） 
 
栄養 社員食堂 → メタボ対策・健康教育 
 
休養 適当な労働時間、休暇の取得 

 ワークライフバランス 
 
禁煙 禁煙・分煙空間の拡充 

 禁煙サポート・インセンティブ 

職場も健康づくりを支える場 

労働者の健康 → 生産性の向上 → 経営の改善 

12 



（経済産業省，資料） 
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中小企業における健康経営の実態に関する調査 

実施者：経済産業省 商務情報政策局 ヘルスケア産業課 

時 期：平成27年８月１日〜平成28年２月下旬 

対 象：全国約10都道府県の中小企業１万社 

方 法：経営支援者・金融機関職員等による訪問・面談 

調査内容：健康経営の認知度、社員の健康づくり、 

         健康経営の取り組み 
         

   中間報告（平成27年10月28日）：918社の回答 
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Ｑ１．  健康経営という言葉をご存知ですか？ 

内容を知ってお

り、取り組んでい

る 
3.7% 

内容を知って 

いる 
9.6% 

内容は知らない

が、聞いたことは

ある 
28.1% 

聞いたことが 

ない 
58.1% 

N.A. 
0.5% 

（ｎ＝918） 

（経産省「第8回健康投資WG」資料 
「健康経営の啓発と中小企業の健康投資増進に向けた実態調査」中間報告（平成27年10月29日現在） 
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Ｑ３． 経営理念・方針に、社員の健康づくりに関わる 
内容が含まれていますか？ 

はい、218， 
23.7% 

いいえ， 

684， 
74.5% 

N.A.，16， 
1.7% 

（ｎ＝918） 

（経産省「第8回健康投資WG」資料 
「健康経営の啓発と中小企業の健康投資増進に向けた実態調査」中間報告（平成27年10月29日現在） 
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Ｑ６．社員の健康づくりの取組について、協会けんぽ等保険
者や自治体のサービスを活用していますか？ 
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yes
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N.A.

（ｎ＝918） 

相談 

（経産省「第8回健康投資WG」資料 
「健康経営の啓発と中小企業の健康投資増進に向けた実態調査」中間報告（平成27年10月29日現在） 
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メンタルヘルス対策：職場復帰支援 

社外運動施設利用 

メンタルヘルス対策：ストレス・・・・ 

メンタルヘルス対策：相談窓口 

メンタルヘルス対策：職場づくり 

オフィス環境整備 

長時間労働対策 

生活習慣改善のための保健指導 

特に実施していない 

受診勧奨 

生活習慣改善啓発 

禁煙・受動喫煙対策 

健康診断の事後措置 

検査費用の補助 

感染症対策 

定期健康診断の実施 

yes

no

（ｎ＝918） 

社外運動施設利用 

長時間労働対策 

Ｑ７． 社員の健康づくりに関して以下のような取組を 
行っていますか？ 

生活習慣改善啓発 

（経産省「第8回健康投資WG」資料 
「健康経営の啓発と中小企業の健康投資増進に向けた実態調査」中間報告（平成27年10月29日現在） 18 



Ｑ９．健康経営の実施状況 

健康経営を実践

済みまたは予

定， 

229，24.9% 

健康経営をした

い，479，52.2% 

予定なし， 

210，22.9% 

（ｎ＝918,S.A.） 

（経産省「第8回健康投資WG」資料 
「健康経営の啓発と中小企業の健康投資増進に向けた実態調査」中間報告（平成27年10月29日現在） 
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健康増進・予防サービス・プラットフォーム 

• 経済財政運営と改革の基本方針2015に盛り込まれた
「公的サービスの産業化」、「インセンティブ改革」、
「公共サービスのイノベーション」といった、歳出改革
を推進する観点から、健康増進・予防サービスに関し
て国・地方を通じた歳出効率化に資する優良事例の
創出・全国展開を図る 

• 内閣府に設置 

• 優良事例の創出、優良事例についてのヒアリング、 
全国展開の方策 

             

      平成27年11月30日に中間報告 
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（「健康増進・予防サービス・プラットフォーム中間報告」（平成27年12月7日）より 
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（「健康増進・予防サービス・プラットフォーム中間報告」（平成27年12月7日）より 
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（「健康増進・予防サービス・プラットフォーム中間報告」（平成27年12月7日）より 
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（「健康増進・予防サービス・プラットフォーム中間報告」（平成27年12月7日）より 
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（「健康増進・予防サービス・プラットフォーム中間報告」（平成27年12月7日）より 
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１． 趣旨説明 日本商工会議所 （会頭 三村 明夫） 

２． キーノートスピーチ 東北大学大学院 
医学系研究科 

（教授 辻 一郎 ） 

３． メンバー紹介        

４． ｢健康なまち・職場 
   づくり宣言２０２０｣ 

健康保険組合 
連合会 

（会長 大塚 陸毅） 

５． 今後の活動について 日本医師会 （会長 横倉 義武） 

６． 来賓挨拶 厚生労働省 （大臣 塩崎 恭久） 

   （総理挨拶） （官房副長官 加藤 勝信） 

７． フォトセッション    

日 本 健 康 会 議 
◆ 経済界・医療関係団体・自治体のリーダーが手を携え、健康寿命の延伸とともに医療費の適正化を図る 

ことを目的として、自治体や企業、保険者における先進的な予防・健康づくりの取組を全国に広げるため、民間主

導の活動体である「日本健康会議」を2015年７月10日に発足。 

◆ 自治体や企業・保険者における先進的な取組を横展開するため、2020年までの数値目標（KPI）を入れた「健康な

まち・職場づくり宣言2020」を採択。 

◆ この目標を着実に達成するため、 

  ①取組ごとにワーキンググループを設置し、厚労省・経産省も協力して具体的な推進方策を検討し、              

   ボトルネックの解消や好事例の拡大を行う。 

  ②「日本健康会議 ポータルサイト」を開設し、例えば、地域別や業界別などの形で取組状況を 

   「見える化」し、競争を促す。 

日時：2015年7月10日（金）11:45－12:35 
会場：ベルサール東京日本橋 
人数：報道メディア、保険者、関係者など、計1,000名程度 

日本健康会議の様子 

(参考)第二部 先進事例の取組紹介（13:00－15:00）  
・津下一代（あいち健康の森健康科学総合センター長）・西川太一郎（東京都荒川区長）・向井一誠（協会けんぽ広島支部長） 
・谷村遵子（三菱電機健康保険組合）・南場智子（株式会社ディー・エヌ・エー 取締役会長） 

（日本健康会議提出資料） 26 



「健康なまち・職場づくり宣言2020」宣言内容 
予防・健康づくりについて、一般住民を対象としたインセンティブを推進する自治体を  
８００市町村以上とする。 

宣言 １ 

かかりつけ医等と連携して生活習慣病の重症化予防に取り組む自治体を８００市町村、
広域連合を２４団体以上とする。その際、糖尿病対策推進協議会等の活用を図る。 

予防・健康づくりに向けて４７都道府県の保険者協議会すべてが、地域と職域が連携
した予防に関する活動を実施する。 

 健保組合等保険者と連携して健康経営に取り組む企業を５００社以上とする。 

協会けんぽ等保険者のサポートを得て健康宣言等に取り組む企業を１万社以上とする。 

加入者自身の健康・医療情報を本人に分かりやすく提供する保険者を原則１００%とする。
その際、情報通信技術（ICT)等の活用を図る。 

予防・健康づくりの企画・実施を提供する事業者の質・量の向上のため、認証・評価の
仕組みの構築も視野に、保険者からの推薦等一定の基準を満たすヘルスケア事業者
を１００社以上とする。 

品質確保・安定供給を国に求めつつ、すべての保険者が後発医療品の利用勧奨など、
使用割合を高める取り組みを行う。 

宣言 ２ 

宣言 ３ 

宣言 ４ 

宣言 ５ 

宣言 ６ 

宣言 ７ 

宣言 ８ 

27 



【宣言５の目的】 

 健康経営の概要・意義を国内企業に広く周知するとともに、健康経営に取り組む
企業の裾野を拡大することを目的とする。 

 そのため、ファーストステップとして、まず取り組まなければならない最低限の
項目を明示するとともに、それらの項目を実行していく意思表明を行った企業を
公表することで、健康経営実施に向けた機運を高めていく。 

 その際、従業員の健康増進を効率的に、また安全・安心に進めるためにも、企業
と保険者の連携（コラボヘルス）は重要であり、必要性を訴求する。 

【関連する取組との連携】 

 協会けんぽの一部都道府県支部等において先行的に実施されている健康宣言活動
の取組状況を踏まえながら全国の宣言活動のレベル感を一定程度揃えつつ、自治
体、商工関係機関等地域の関係者が連携して進めていくことが必要。 

 経済産業省と厚生労働省が推進する「健康経営優良法人認定制度」と連携するこ
とで、宣言のみならず、その後の企業の実施状況をフォローアップしていくこと
により、実行率を高めていくことが必要。 

協会けんぽ等保険者のサポートを得て健康宣言等に取り組
む企業を１万社以上とする。 

                        宣言５の基本的考え方 

（日本健康会議提出資料） 
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健康宣言に期待される効果 

• 経営者の意識改革：健康経営の理念を明示 

• 従業員の意識改革：自ら積極的に関与 

• コラボヘルス：事業主と健保 

• 協会けんぽ・自治体の支援 

• インセンティブ、会社のイメージ・アップ 

• 従業員の健康増進：生産性向上・医療費減少 

 

  健康宣言→健康づくりの実施→認定・認証 
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協会けんぽ東京支部と健康企業宣言 

Step 1  健診受診等、健診結果の活用 

      健康づくりのための職場環境 

      職場の色・運動・禁煙、心の健康 

      → 健康優良企業 銀の認定証 

Step 2  健診・重度化予防、健康管理・安全衛生活動 

      メンタルヘルス対策、過重労働防止 

      健康経営に関する取り組み 

      → 健康優良企業 金の認定証 

31 



経産省「 ヘルスケア産業の創出支援施策の進捗状況」（平成２７年１２月）より 

32 



                         

大項目 中項目 小項目 評価項目 判定基準 (参考)健康経営銘柄 

①経営理念(経営者の自覚) 健康宣言の社内外への発信(経営者自身の健診受診) 有/無 ○ 

②組織体制 健康づくり担当者の設置(健康経営アドバイザー等の活用) 有/無 ○ 

 

③
制
度
・
施
策
実
行 

 
 

従業員の健康課題の把握 
と必要な対策の検討 

健康課題の把握 

①定期健診受診率 100％ ○ 

②受診勧奨の取り組み 
 (例：健診時間の出勤認定又は特別休暇認定) 

有/無 ○ 

③ストレスチェックの実施 有/無 ○ 

対策の検討 ④健康増進・過重労働防止に向けた具体的目標(計画) 有/無 ○ 

 

 
健康経営の実践に向けた 
基礎的な土台づくりと 
ワークエンゲイジメント 

 

ヘルスリテラシーの向上 ⑤管理職及び一般社員それぞれに対する教育機会の設定 有/無 ○ 

ワークライフバランス 
（過重労働の防止） 

⑥適切な働き方実現に向けた取り組み 
 (例：時消灯・退出日の設定、有休取得目標の設定) 

有/無 ○ 

職場の活性化 
(メンタルヘルス不調の防止) 

⑦コミュニケ－ションの促進に向けた取り組み 
 (例：挨拶運動、社員旅行、社員運動会) 

有/無 ○ 

 
 
 
 

従業員の心と身体の 
健康づくりに向けた 
具体的対策 

保健指導 ⑧保健指導の実施及び特定保険指導実施機会の提供 有/無 ○ 

健康増進・ 
生活習慣病予防対策 

⑨食生活の改善に向けた取り組み 
 (例：自販機メニューの検討、朝食摂取を促す貼り紙) 

有/無  ○ 

⑩運動機会の増進に向けた取り組み 
 (例：階段利用の推奨、朝ストレッチの導入) 

有/無  ○ 

⑪受動喫煙対策(禁煙又は完全分煙) 全事業所  ○ 

感染症予防対策 
⑫従業員の感染症予防に向けた取組を実施してる 
 (例：予防接種の出勤認定、感染者の出勤停止等拡大防止) 

有/無 ○ 

 

過重労働対策 
⑬長時間労働者への対応に関する取り組み 
 (例：休暇取得・出社制限等の勧奨) 

有/無  ○ 

 

メンタルヘルス対策 
⑭不調者への対応に関する取り組み 
 (例：対応方針・職場復帰支援ルールの策定) 

有/無  ○ 

④評価・改善 保険者との連携 (求めに応じて)40歳以上の従業員の健診のデータの提供 有/無 ○ 

⑤法令遵守・リスクマネジメント 労基署からの書類送検の事実がないこと(自主申告) １年間 ○ 

中小企業の一万社の登録基準について 

 「健康宣言」の具体的宣言内容は、経産省と厚労省の定める「健康経営優良法人認定制
度」の評価項目を用い、大項目それぞれの内容を宣言(③制度・施策実行は、評価項目から少なくとも一つ)して
いるものを登録(カウントの対象)とする。これにより、「『健康宣言』の延長線上に『優良法
人』の認定がある」という一連の流れをわかりやすくし、取組促進を図る。 

（日本健康会議提出資料） 
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（ｎ＝918） 

Ｑ１１． 健康経営を実践する上での課題 

（経産省「第8回健康投資WG」資料 
「健康経営の啓発と中小企業の健康投資増進に向けた実態調査」中間報告（平成27年10月29日現在） 34 
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Ｑ１３．健康経営を実践する上で希望するサポート 

（経産省「第8回健康投資WG」資料 
「健康経営の啓発と中小企業の健康投資増進に向けた実態調査」中間報告（平成27年10月29日現在） 

35 



「健康経営アドバイザー制度」の検討状況 

○中小企業に健康経営を普及する上では、「ノウハウの提供」が重要な課題。 

○本年度においては、東京商工会議所と連携して、「中小企業健康投資・健康経営推進委
員会（委員長：古井助教）」を設置し、健康経営アドバイザーの認定基準と研修プログラム
の検討を行っている。 

○来年度以降は、試行的に東京都内で運用し、全国展開を目指す。 

【想定される運用イメージ図】 

実務研修
能力確認 

健康経営講座（初級） 

必要な能力：健康経営について基本的な知
識を有得る者 

活用イメージ：自社の健康経営の推進役 
活用者のイメージ：経営者、企業内担当者 等 

健康経営アドバイザー（初級） 

必要な能力：健康経営について基本的な知識
を有するとともに、事業者の状況
に合わせ、経営的観点から対策を
助言できる者 

活用イメージ：中小企業に対して健康経営の実
施を支援 

活用者のイメージ：診断士、社労士、保健師 等 

（経産省「第8回健康投資WG」資料 
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経産省「 ヘルスケア産業の創出支援施策の進捗状況」（平成２７年１２月）より 
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（「健康増進・予防サービス・プラットフォーム中間報告」（平成27年12月7日）より 

38 



 青森銀行（青森県） 「ながいきエール」 

 北日本銀行（岩手県） きたぎん「いわて健康経営宣言」事業所応援ローン 

 東邦銀行（福島県） スーパーローン「健康経営応援プラン」 

 福島銀行（福島県） 社員の健康づくり宣言事業所応援融資 

 常陽銀行（茨城県） 常陽健康経営サポートローン 

 筑波銀行（茨城県） あゆみ「復興支援ローン」 

     ※健康経営に関する情報提供、啓発活動など各種支援活動の実施 

 足利銀行（栃木県） 健康経営応援ローン 

 十六銀行（岐阜県） エブリサポート21『健康経営プラン』 

 広島銀行（広島県） ＜ひろぎん＞健康経営評価融資制度 

 伊予銀行（愛媛県） いよぎんビジネスサポートローンH「ヘルスマネジメント」 

 肥後銀行（熊本県） ひぎん健康企業おうえん融資制度 

「健康経営ハンドブック2016 vol.1」 

金融機関 事業資金融資の金利優遇 
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住宅ローン・個人ローンなどの金利優遇 

 青森銀行（青森県）  

 北日本銀行（岩手県）  

 大東銀行（福島県）  

 二本松信用金庫（福島県）

   

 福島銀行（福島県） 

 東邦銀行（福島県） 

 十六銀行（岐阜県） 

 

保証制度の利用 

 埼玉県信用保証協会（埼玉県）「健やか」割安な保証料率
での保証の提供  

     ※３５の提携金融機関 

「健康経営ハンドブック2016 vol.1」 
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ポイント制度 

 全国健康保険協会鳥取支部（鳥取県）ポイントを集めると抽
選で健康グッズが当たる 

 青森銀行（青森県）クレジットカード一体型IC キャッシュカー
ド『aomo』へのポイント付与   

費用補助・補助金など 

 弘前市 「ひろさき健やか企業」奨励金交付 

 兵庫県 会社で健康教室などを実施する際の費用補助 

 沖縄県 働き盛りの健康づくり支援事業 

「健康経営ハンドブック2016 vol.1」 
41 



健康づくりの展開：３つのヒント 

できることから始める：プラス・テン 

日常生活に歩行・運動をビルト・イン 

個々人の健康づくりを支える環境整備 

    スモールチェンジの効用 
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チリも積もれば山となる 

ロンドンバスの運転手と車掌 

大阪ガス職員の通勤時の歩行 
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ロンドンバスの運転手と車掌の 
心臓病発生率の比較 

（出典：Morris JN, et al. Lancet 1953;262(6976): 1111-20） 
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通勤時の歩行時間と高血圧発症 

大阪ガス職員6,017名（35〜60歳） 

正常血圧、耐糖能正常、高血圧・糖尿病の既往なし 

職員健診で調査：通勤時の歩行時間（片道） 

追跡調査：約10年間、高血圧の新規発症 

歩行時間 高血圧の新規発症リスク 

 0-10分    1.00（基準） 

11-20分    0.91（0.77-1.08） 

21分以上    0.70（0.59-0.95） 

（Hayashi T , et al. Ann Intern Med 1999,131:21-6) 
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プラステンの医療費適正化効果 

y = -1.3408x + 28205 
R² = 0.7913 

15,000

16,000

17,000
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19,000

20,000

21,000

22,000

5000 6000 7000 8000

30分未満 （N=7,061） 
（N=13,314） 

（N=7,056） 

１日の歩行時間が10分増えれば 
１月あたり医療費は1,341円減る 

 
 

本研究の対象集団では 
総医療費が７％減 

 
 

45歳以上の国民医療費 
31兆円のうち2.2兆円の減少 

１
月
あ
た
り
医
療
費
（円
） 

１日あたり歩数 

30分～1時間 
 

1時間以上 
 

（大崎国保コホート研究） 
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47 

職場への立ち机の設置の効果 

立ち机の設置で身体活動や体重
に変化は出るのでしょうか？ 

（国立健康・栄養研究所宮地元彦部長より提供） 
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ワークスタイルを変える 

ライフスタイルも変わる 

職場への立ち机導入の効果をまとめると… 

スタンディングワークを 

1日２時間、取り入れる。 

身体活動量が 

1日0.7Ex 増える。 

一日の歩数が 

約1000歩 増える。 

日常生活でも健康活動を 
心がけるようになる。 

ウエストが 

0.9cm 引き締まる。 

立つことによる 
活動量の増加 

歩くことによる 
活動量の増加 

オフィス内での 
移動が増える？ 

健康意識が 
高まる 

運動したり 
歩く機会が増える 

運動効果 

健康 

ワークスタイル＋ 
ライフスタイル 

Miyachi et al. BMC Public Health, 2015 
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具体的な生活習慣の行動目標・行動計画

（国立健康・栄養研究所宮地元彦部長より提供） 
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健康宣言に期待される効果 

• 健康な人と職場の実現、健康なまちの増加 

• 健康寿命の延伸：健康長寿社会の実現 

• 医療費の適正化、持続可能な社会保障体制 

• 社会経済活動の活発化 

 

人口減少高齢化を迎えた日本社会が活力を取り戻す 
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